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1.  平成21年3月期第2四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年9月30日） 

※ 20年３月期は、平成20年１月１日から平成20年３月31日までの３ヶ月決算であるため、対前年同四半期増減率及び20年３月期第２四半期の実績数値は記載しておりませ 
   ん。  

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

営業収益 純営業収益 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第2四半期 4,018 ― 4,016 ― 1,470 ― 1,446 ― 950 ―
20年3月期第2四半期 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

1株当たり四半期純利益 潜在株式調整後1株当たり四半期純利
益

円 銭 円 銭

21年3月期第2四半期 2,987.11 2,844.40
20年3月期第2四半期 ― ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第2四半期 40,959 8,046 19.6 25,258.49
20年3月期 34,181 7,226 21.1 22,741.34

（参考） 自己資本   21年3月期第2四半期  8,045百万円 20年3月期  7,226百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  

１．20年３月期は、平成20年１月１日から平成20年３月31日までの３ヶ月決算であります。 
２．当社は、「３．平成21年３月期の連結業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）」と同様の理由により、配当予想の開示を行っておりません。詳細は、「業績予想 
  の適切な利用に関する説明、その他特記事項」をご覧ください。  

1株当たり配当金
（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― ― ― 460.00 460.00
21年3月期 ― ― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ― ― ―

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  

  当社グループは、金融商品取引業（外国為替証拠金取引）を営んでおり、当社グループの業績は相場動向や市場流動性などのマーケット環境並びに国内及び海外の経済 
環境等からの影響を大きく受け予測が困難であるため、業績予想の開示は行っておりません。その代替として、営業収益及び業績に大きく影響を与える外国為替取引高や顧 
客口座数などの営業指標を月次概況として開示しております。  

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  無  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注） 詳細は、３ページ「【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他」をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 １ ． 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14 
    号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 
 ２ ． 当社は期末を基準日として剰余金の配当を行うことを基本方針としており、業績に応じて連結当期純利益の25％を配当性向の目処としております。なお、配当予想額は 
    開示可能となった時点で速やかに開示する予定であります。  

新規 1 社 （社名 マネーパートナーズ分割準備株式会社 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第2四半期  318,540株 20年3月期  317,760株
② 期末自己株式数 21年3月期第2四半期  ―株 20年3月期  ―株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第2四半期  318,172株 20年3月期第2四半期  ―株



定性的情報・財務諸表等 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、企業部門においては、原油をはじめとする素材価格の高騰に

よる企業物価の上昇や欧米向け輸出の減少に伴う輸出の伸びの鈍化等により企業収益が減少しております。また、

家計部門においては、雇用情勢が悪化しつつあるなか雇用者所得が伸び悩み、個人消費は弱い動きがみられます。

先行きについても、世界経済が減速するなか、下向きの動きが続くとみられています。加えて、米国、欧州におけ

る金融危機の深刻化や景気の一層の下振れ懸念、株式、外国為替相場の大幅な変動などから、景気の状況がさらに

厳しいものとなるリスクが存在する状態にあります。 

 外国為替市場においては、期首の米ドル／円相場は１ドル＝99円台で取引が始まり、４月から８月にかけて１ド

ル＝110円台の水準までゆるやかな円安ドル高傾向で推移し変動率も低調でありましたが、９月の米国における大手

金融機関の破綻を背景として国際金融市場の動揺が高まるなか外国為替市場は荒い動きとなり、米ドル／円相場は

一転して1ドル＝103円台まで大きく円高方向に振れるなど変動率が高い状況となり、１ドル＝106円台で期末を迎え

ております。 

 このような中、当社グループは、外国為替証拠金取引システムのホワイトラベル提供を６月より楽天証券株式会

社に対して開始いたしました。なお、本件ホワイトラベル提供は、外国為替証拠金取引システムの利用に係る契約

を当社、当社の連結子会社である株式会社マネーパートナーズソリューションズ並びに楽天証券株式会社の三者間

で締結するとともに、当社と楽天証券株式会社の間でカウンターパーティ業務に係る契約を締結して実施しており

ます。これらの契約に基づく会計処理は、当社をカウンターパーティとする外国為替取引に係るトレーディング収

益を当社の営業収益として全額計上した上で、当社から楽天証券株式会社に対して支払うべき外国為替取引に係る

手数料を販売費・一般管理費に計上する方法によっております。 

 また、５月からは、外国為替証拠金取引の証拠金として有価証券を代用することができる代用有価証券の取扱い

サービスを開始いたしました。これによる当第２四半期連結会計期間末の有価証券による預り資産額は、315百万円

となっております。 

 更に、外国為替証拠金取引自体の商品性強化策として、複数の通貨ペアにおいて取引スプレッド縮小を実施した

他、対顧客提示レートを対円通貨ペアにおいては小数点以下３桁に、対米ドル通貨ペアにおいては小数点以下５桁

に拡大し、取引機会の増加に努めました。 

 この他、外国為替取引高の増加に対応し、安定的かつきめ細かな顧客サービスの提供を可能とするため、第２デ

ータセンターの増強やサーバ、ネットワークの強化をはじめとする外国為替取引システムへの設備投資を引き続き

積極的に実施してまいりました。 

  これらの結果、当第２四半期連結累計期間の外国為替取引高は2,679億通貨単位となりました。また当第２四半期

連結会計期間末の顧客口座数は65,463口座、顧客預り証拠金は27,463百万円となりました。 

 以上の結果、当第２四半期連結累計期間の営業収益は4,018百万円、営業利益は1,470百万円、経常利益は1,446百

万円、四半期純利益は950百万円となりました。 

２．連結財政状態に関する定性的情報 

（財政状態の変動） 

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較して6,778百万円増加し、40,959百万円となり

ました。これは、現金・預金の増加3,727百万円や顧客からの預り資産の増加に伴う外国為替取引顧客分別金信託を

中心とする預託金の増加3,734百万円があった一方、短期差入保証金の減少1,491百万円等により流動資産が6,223百

万円増加したこと、並びに外国為替証拠金取引における新取引システムの開発等に伴うソフトウエアの取得やサー

バ及びネットワーク増強に伴う器具備品の取得等により固定資産が554百万円増加したことによるものであります。

 負債は、前連結会計年度末と比較して5,958百万円増加し、32,913百万円となりました。これは、顧客からの預り

資産の増加に伴う受入保証金の増加3,402百万円等により流動負債が5,958百万円増加したこと等によるものであり

ます。 

 純資産は、前連結会計年度末と比較して819百万円増加し、8,046百万円となりました。これは、株式の発行に伴

う資本金及び資本準備金の増加15百万円並びに繰越利益剰余金の増加804百万円等によるものであります。 

（キャッシュ・フローの状況） 

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により4,808百万

円増加、投資活動により903百万円減少、財務活動により177百万円減少いたしました。この結果、前連結会計年度

末に比べ3,727百万円の増加となり、当第２四半期連結会計期間末における資金の残高は6,835百万円となりまし

た。 



（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は4,808百万円となりました。これは、主に税金等調整前四半期純利益の計上1,439

百万円の他、外国為替証拠金取引システムのホワイトラベル提供に伴う受入保証金の増加や国際金融市場の動揺に

伴う取引先リスク低減のための短期差入保証金の減少を中心として外国為替取引関連の資産負債が差引3,201百万円

の資金増加要因となった一方、法人税等の支払による支出201百万円等があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は903百万円となりました。これは、主に第２データセンターの増強に係るネットワ

ーク関連ハードウェアやサーバをはじめとする有形固定資産の取得に伴う支出139百万円及び外国為替取引システム

のデータベース強化や新機能追加のためのソフトウエアをはじめとする無形固定資産の取得に伴う支出744百万円等

があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は177百万円となりました。これは、株式の発行に伴う収入15百万円があった一方、

配当金の支払に伴う支出192百万円があったことによるものであります。 

３．連結業績予想に関する定性的情報 

当社グループは、金融商品取引業（外国為替証拠金取引業）を営んでおり、当社グループの業績は相場動向や市

場流動性などのマーケット環境並びに国内及び海外の経済環境等からの影響を大きく受け予測が困難であるため、

業績予想の開示は行っておりません。その代替として、営業収益及び業績に大きく影響を与える外国為替取引高や

顧客口座数などの営業指標を月次概況として開示しております。 

４．その他 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

平成20年10月１日付で会社分割（吸収分割）の方式により持株会社体制に移行することを目的として平成20年

５月９日に100％子会社であるマネーパートナーズ分割準備株式会社（平成20年10月１日付で商号を株式会社マ

ネーパートナーズに変更しております。）を設立し、新たに連結の範囲に含めております。その後当社は、平成

20年８月28日付にてマネーパートナーズ分割準備株式会社が実施した第三者割当増資を全額引受け、これに伴い

同社は当社の特定子会社に該当することとなりました。 

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。  

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

① 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務

諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

② リース取引に関する会計基準の適用  

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議

会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平

成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになった

ことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によ

っております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法について

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。  

なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しております。  

これによる損益に与える影響はありません。 

③ 顧客を相手方とする外国為替証拠金取引の会計処理 

従来、顧客を相手方とする外国為替証拠金取引に係る評価損益を計上するにあたり、顧客を相手方とする未

決済の外国為替証拠金取引に係る評価損益を取引明細毎に算定した上で、これらを全て合算し損益を相殺して

算出し、これと同額を連結貸借対照表上の外国為替取引顧客差金勘定に計上しておりました。  



第１四半期連結会計期間より有価証券関連業に該当する第一種金融商品取引業に該当することとなったこと

により、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）及び「有価証券関連業経理の統

一に関する規則」（昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して四半期連結財務諸表を作成

することといたしました。  

これに伴い、取引明細毎に算定した評価損益を顧客毎に相殺した上で、評価益相当額を四半期連結貸借対照

表上のトレーディング商品（デリバティブ取引）勘定（資産）に、評価損相当額をトレーディング商品（デリ

バティブ取引）勘定（負債）にそれぞれ計上しております。 

なお、従来の方法によった場合と比較して、トレーディング商品（デリバティブ取引）勘定（資産）及びト

レーディング商品（デリバティブ取引）勘定（負債）がそれぞれ116百万円増加しております。  

これによる損益に与える影響はありません。  

④ 表示方法の変更  

第１四半期連結会計期間より有価証券関連業に該当する第一種金融商品取引業に該当することとなったこと

により、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）及び「有価証券関連業経理の統

一に関する規則」（昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して四半期連結財務諸表を作成

しております。この変更に伴う主な変更点は以下のとおりであります。  

四半期連結貸借対照表 

ⅰ 「預託金」を新たに区分した上で、従来の「外国為替取引顧客分別金信託」を「預託金」に属する科目

として区分掲記しております。 

ⅱ 新たに「トレーディング商品」及び「トレーディング商品」に属する科目として「デリバティブ取引」

を区分した上で、従来の「外国為替取引顧客差金」及び「外国為替取引自己取引差金」を「デリバティブ

取引」に含めて表示しております。  

ⅲ 新たに「約定見返勘定」（資産）及び「未収収益」並びに「未収収益」に属する科目として「外国為替

取引未収収益」及び「その他の未収収益」を区分した上で、従来の「外国為替取引未収金」のうち、カウ

ンターパーティ等に対する未収の決済差金については「約定見返勘定」（資産）に、顧客に対する未決済

ポジションに係る未収スワップについては「外国為替取引未収収益」に、その他内容に応じて「未収入

金」もしくは「その他の未収収益」に含めて表示しております。  

ⅳ 従来、流動資産の「その他の流動資産」に含めて表示していた「未収入金」を「その他の未収収益」に

含めて表示しております。  

ⅴ 「短期差入保証金」を新たに区分した上で、従来の「外国為替取引差入証拠金」を「短期差入保証金」

に属する科目として区分掲記しております。  

ⅵ 新たに「約定見返勘定」（負債）及び「未払費用」に属する科目として「外国為替取引未払費用」を区

分した上で、従来の「外国為替取引未払金」のうち、カウンターパーティ等に対する未払の決済差金につ

いては「約定見返勘定」（負債）に、顧客に対する未決済ポジションに係る未払スワップについては「外

国為替取引未払費用」に含めて表示しております。  

ⅶ 従来、流動負債の「その他の流動負債」に含めて表示していた「未払配当金」を「未払金」に含めて表

示しております。  

ⅷ 新たに「未払費用」に属する科目として「その他の未払費用」を区分した上で、従来の「未払費用」を

「その他の未払費用」に含めて表示しております。  

ⅸ 「受入保証金」を新たに区分した上で、従来の「外国為替取引預り証拠金」を「受入保証金」に属する

科目として区分掲記しております。  

ⅹ 従来、流動負債の「その他の流動負債」に含めて表示していた「預り金」及び「前受収益」をそれぞれ

区分掲記しております。  

四半期連結損益計算書  

ⅰ 従来の「受取手数料」を「受入手数料」に科目名を変更した上で、「受入手数料」に属する科目として

「委託手数料」及び「外国為替取引手数料」を区分掲記しております。  

ⅱ 新たに「トレーディング損益」並びに「トレーディング損益」に属する科目として「外国為替取引損

益」及び「金融収益」を区分した上で、従来の「外国為替取引損益」のうち、トレーディングに係るもの

を「外国為替取引損益」に、金融収益に係るものを「金融収益」に含めて表示しております。  

ⅲ 従来、営業外収益に含めて表示していた「受取利息」を「金融収益」に含めて表示しております。  

これにより、従来の方法によった場合と比較して、営業利益が０百万円増加しております。 

ⅳ 「金融費用」を新たに区分した上で、従来、営業外費用に含めて表示していた「支払利息」を「金融費

用」に含めて表示しております。  

これにより、従来の方法によった場合と比較して、営業利益が１百万円減少しております。  

ⅴ 営業収益より金融費用を控除した金額を「純営業収益」として表示しております。 



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金・預金 6,835 3,107

預託金 20,503 －

顧客分別金信託 1 －

外国為替取引顧客分別金信託 20,502 －

外国為替取引顧客分別金信託 － 16,769

トレーディング商品 8,981 －

デリバティブ取引 8,981 －

外国為替取引顧客差金 － 9,101

約定見返勘定 281 －

短期差入保証金 1,508 －

外国為替取引差入証拠金 1,508 －

外国為替取引差入証拠金 － 3,000

前払費用 75 58

未収入金 27 －

未収収益 69 －

外国為替取引未収収益 50 －

その他の未収収益 19 －

外国為替取引未収金 － 98

繰延税金資産 67 18

その他の流動資産 66 33

貸倒引当金 △6 －

流動資産計 38,412 32,188

固定資産   

有形固定資産 265 209

建物 73 78

器具備品 192 131

無形固定資産 1,374 897

ソフトウエア 1,358 812

ソフトウエア仮勘定 9 80

商標権 6 4

投資その他の資産 907 886

投資有価証券 195 197

長期差入保証金 530 530

長期前払費用 117 103

繰延税金資産 40 32

その他 23 22

固定資産計 2,547 1,992

資産合計 40,959 34,181



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

トレーディング商品 243 －

デリバティブ取引 243 －

外国為替取引自己取引差金 － 15

約定見返勘定 1,496 －

預り金 12 －

受入保証金 27,463 －

外国為替取引預り証拠金 27,463 －

外国為替取引預り証拠金 － 24,061

短期借入金 250 250

前受収益 9 －

未払金 729 639

未払費用 2,006 125

外国為替取引未払費用 1,864 －

その他の未払費用 142 125

外国為替取引未払金 － 1,405

未払法人税等 572 219

賞与引当金 14 －

その他の流動負債 － 122

流動負債計 32,799 26,840

固定負債   

長期預り保証金 114 114

固定負債計 114 114

特別法上の準備金   

金融商品取引責任準備金 0 －

特別法上の準備金計 0 －

負債合計 32,913 26,955

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,749 1,741

資本剰余金 1,826 1,818

利益剰余金 4,470 3,666

株主資本合計 8,046 7,226

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △0 △0

評価・換算差額等合計 △0 △0

新株予約権 0 －

純資産合計 8,046 7,226

負債・純資産合計 40,959 34,181



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業収益  

受入手数料 1

委託手数料 0

外国為替取引手数料 1

トレーディング損益 3,956

外国為替取引損益 3,956

金融収益 54

その他の営業収益 5

営業収益計 4,018

金融費用 1

純営業収益 4,016

販売費・一般管理費  

取引関係費 982

人件費 446

不動産関係費 528

事務費 343

減価償却費 138

租税公課 60

貸倒引当金繰入れ 6

その他 38

販売費・一般管理費計 2,545

営業利益 1,470

営業外収益  

受取賃貸料 57

その他 0

営業外収益計 57

営業外費用  

賃貸費用 57

株式交付費 21

その他 3

営業外費用計 81

経常利益 1,446

特別損失  

金融商品取引責任準備金繰入れ 0

固定資産除却損 6

特別損失計 6

税金等調整前四半期純利益 1,439

法人税、住民税及び事業税 546

法人税等調整額 △57

法人税等合計 489

四半期純利益 950



（第２四半期連結会計期間） 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業収益  

受入手数料 0

外国為替取引手数料 0

トレーディング損益 2,511

外国為替取引損益 2,511

金融収益 30

その他の営業収益 3

営業収益計 2,546

金融費用 0

純営業収益 2,545

販売費・一般管理費  

取引関係費 635

人件費 230

不動産関係費 262

事務費 209

減価償却費 76

租税公課 33

貸倒引当金繰入れ 5

その他 16

販売費・一般管理費計 1,468

営業利益 1,076

営業外収益  

受取賃貸料 28

その他 0

営業外収益計 28

営業外費用  

賃貸費用 28

株式交付費 21

その他 2

営業外費用計 52

経常利益 1,053

特別損失  

金融商品取引責任準備金繰入れ 0

固定資産除却損 6

特別損失計 6

税金等調整前四半期純利益 1,046

法人税、住民税及び事業税 439

法人税等調整額 △56

法人税等合計 383

四半期純利益 663



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 1,439

減価償却費 138

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6

賞与引当金の増減額（△は減少） 14

金融商品取引責任準備金の増減額（△は減少） 0

株式報酬費用 0

受取利息及び受取配当金 △54

支払利息 1

株式交付費 21

投資事業組合運用損益（△は益） 2

固定資産除却損 6

預託金の増減額（△は増加） △3,734

トレーディング商品（資産）の増減額（△は増
加）

119

約定見返勘定（資産）の増減額（△は増加） △281

短期差入保証金の増減額（△は増加） 1,491

前払金の増減額（△は増加） 1

前払費用の増減額（△は増加） △17

未収入金の増減額（△は増加） 6

未収収益の増減額（△は増加） △4

その他の流動資産の増減額（△は増加） △35

その他の固定資産の増減額（△は増加） △5

トレーディング商品（負債）の増減額（△は減
少）

227

約定見返勘定（負債）の増減額（△は減少） 1,431

預り金の増減額（△は減少） △48

受入保証金の増減額（△は減少） 3,402

未払金の増減額（△は減少） 296

未払費用の増減額（△は減少） 540

その他 △10

小計 4,957

利息及び配当金の受取額 54

利息の支払額 △1

法人税等の支払額 △201

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,808

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △139

無形固定資産の取得による支出 △744

長期前払費用の取得による支出 △19

投資活動によるキャッシュ・フロー △903



（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

株式の発行による収入 15

配当金の支払額 △192

財務活動によるキャッシュ・フロー △177

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,727

現金及び現金同等物の期首残高 3,107

現金及び現金同等物の四半期末残高 6,835



当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規

則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

（４）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

該当事項はありません。 
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